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原子力災害拠点病院が指定されはじめて10年になる。

2021年、51の原子力災害拠点病院（以下、拠点病院）
と3つの原子力災害医療・総合支援センターに電子メー
ルなどで質問票を送付し、拠点病院の要件となっている、
原子力災害医療派遣チーム（以下、チーム）保有、初動
時の派遣者の事前決定・院内規程や立地道府県との協
定策定など、原子力規制庁が整備を求める項目が達成
されているかを調査した。

2025年1月、同対象施設に、同じ調査票を送付し、担当
事務職から回答を得た。2026年にも追加調査を実施。

調査の背景と方法



2026/5/15

2

3

51の原子力災害拠点病院と3原子力災害医療・総合
支援センターから回答を得た（全国）。

1．前回を4施設上回る48施設がチームを保有（全国） 。

結 果

2021

2025

2026

チームあり 44施設（80.0%）

チームあり 46施設（83.6%）

回答なし
8施設
（14.5%）

チームなし 3施設（5.5%）

チームなし 9施設（16.4%）
%

チームあり 48施設（88.9％）

チームなし 8施設
（16.4%）

チームなし6施設
（11.2％）
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結 果

%

2．初動チーム決定施設数、院内規定策定施設数および
自治体との協定策定施設数（全国）

46 施設数

←初動チーム決定 11施設（25.0%）

←院内規定あり 8施設（18.2％）

←自治体との協定あり 2施設（ 4.5%）

←初動チーム決定 6施設（13.0%）

←院内規定あり 9施設（19.6％）

←自治体との協定あ 10施設（ 21.7%）

2021

2025

2021

2025

2021

2025
2026 11施設（ 23.9%）
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結 果

%

3．原子力災害に関するBCP、避難計画、受入れ計画、
勤務線量規定策定などの達成率（全国）

←自治体との協定あり 2施設（ 4.5%）

←自治体との協定あ 10施設（ 21.7%）

2021

2025

2021

2025

原子力防災に関する
BCP/災害医療計画

原子力災害時
の避難計画

原子力災害時
の受入計画

職員勤務に関する
線量限度決定

54
施設数施設数

←あり 22施設（40.0%）

←あり 6施設（10.9%）

←あり 17施設（30.9%）

←あり 9施設（16.4%）

＊すべての施設に
避難計画が必要
とは限らない。
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結 果

%

4．中国四国地方の原子力災害拠点病院10施設
（いずれの項目でも準備状況は不十分）

←自治体との協定あり 2施設（ 4.5%）

←自治体との協定あ 10施設（ 21.7%）

2021

2025

2021

2025

チームに関する
BCP/災害医療計画

原子力災害時
の避難計画

原子力災害時
の受入計画

職員勤務に関する
線量限度決定

←あり 22施設（40.0%）

←あり 6施設（10.9%）

←あり 17施設（30.9%）

←あり 9施設（16.4%）

＊すべての施設に避難計画
が必要とは限らない。
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2025年のデータ

10/10
施設

2026年
4月
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中国四国地方には2つの原子力発電所が立地し、5県には原子力災害拠
点病院が計10施設指定されており、指定時期は2016～2022年であった。
原子力規制庁は拠点病院に対し原子力災害医療派遣チームの整備を求
めているが、初動チームの事前決定、チームに関する院内規定・行政との
協定など、ふくもと7743122制庁が定める活動要領が満たされていない施

体制整備が進まない要因として、資格者の異動・退職によるマンパワー
の不安定さ、発生頻度の低い事象に対する組織整備に関してインセンティ
ブが乏しいこと、行政の非協力、病院管理層における理解不足などが考え
られる。さらに、派遣チーム研修の受講要件が厳格化され、基礎研修およ
び中核人材研修の修了が必要となったことも、人材育成の障壁となってい
る可能性がある。

考 察

規制庁が定める活動要領が満たされていない施設が大半である。

8

中国四国地方における原子力災害医療派遣チームの現状

結語

中国四国地方で設定されている原子力災害医療派遣チームは自治体との
協定、チームに関する院内規定の策定、初動チーム事前決定をはじめ、必
要な準備ができていない（全国的にも同様）。国内外の政治情勢の緊迫化、
エネルギーの原子力回帰を頭に置き、早期に原子力災害拠点病院および原
子力災害医療派遣チームの初期態勢を整える必要がある。

NHK明日を守るナビ190（2026.4.19より）
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【第42回日本救急医学会中国四国地方会】

中国四国地方における原子力災害医療派遣チームの現状（抄録）

越智元郎1)、佐藤格夫2)、廣橋伸之3)、森實岳史4)

1)市立八幡浜総合病院麻酔科、2)愛媛大学医学部救急医学
3)松山赤十字病院救急部、4)広島大学原爆放射線医科学研究所

中国四国地方には2つの原子力発電所が立地し、原子力災害医療・総合支援センターとして広島大学が指
定されている。5県には原子力災害拠点病院が計10施設指定されており、指定時期は2016～2022年であっ
た。原子力規制庁は拠点病院に対し原子力災害医療派遣チームの整備を求めており、2026年4月時点でチ
ームを保有している施設は10施設となっている。県との協定締結は2施設、初動対応チームを明確に定めて
いる施設は1施設、院内規定を整備している施設は3施設と限定的であった。DMATと区別可能な独自ユニフ
ォームを有する施設も1施設のみであった。多くの施設が指定から7年以上を経過しているにもかかわらず、
体制整備は十分とは言えない状況が明らかとなった。

体制整備が進まない要因として、資格者の異動・退職によるマンパワーの不安定さ、発生頻度の低い事象
に対する組織整備に対するインセンティブの乏しさ、病院管理層における理解不足が考えられた。さらに、派
遣チーム研修の受講要件が厳格化され、基礎研修および中核人材研修の修了が必要となったことも、人材
育成の障壁となっている可能性が示唆された。

1) 2) 3) 4)


